
平成２５年度帯広市産業経済実態調査報告書（概要版） 

(1)趣旨 
 「帯広市産業振興ビジョン」（平成21年2月策定）見直しの基礎資料、及び今後の個
別支援の参考とするため実施。 
(2)実施体制 
 帯広市産業経済実態調査分析チーム（帯広市を含む8機関により構成）で分析 
 帯広市産業振興会議において論点整理 

1．調査の概要 

業種 送付数 回収数 回収率 

建設 955件 290件 30.4％ 
製造 305件 168件 55.1％ 
卸・小売・サービス  1,823件 384件 21.1％ 
分類不明 － 25件 － 

計 3,083件 867件 28.1％ 

業種 小企業 中企業 大企業 計 

建設 242件 50件 14件 306件 
製造 112件 28件 4件 144件 
卸・小売・サービス  208件 146件 38件 392件 
分類不明 － － － 25件 

計 562件 224件 56件 867件 

【表１】アンケート調査送付・回収数 

(3)内容 
 ①アンケート調査（回収数：867件） ②ヒアリング調査（訪問数：267件） 

2．調査結果及びビジョン見直しに向けた論点整理 

(1)中小企業の経営基盤の強化 

【論点1】経営基盤強化に向けた事業者、商店街、団体などの自発的な取り組みを促進す
るためには、どのような方法が効果的か。 

【図１】過去５年間の売上の動向 

○顧客・販売先の減少を主な要因として、売上が下降傾向 
 にある事業者が全体の４割弱（図１） 
○原材料費・人件費・燃料費の上昇、雇用維持（建設）、 
 商店街の担い手不足（卸・小売・サービス）も課題 
○営業エリアの拡大、顧客とのコミュニケーション、 
 異業種参入などの動き 
○融資（図３）や各種相談、情報発信などに期待 

(2)産業人・担い手の育成 

【論点２－１】必要な人材を安定的に確保するために、地域や業界の魅力の再発見・発信、
及び人材の発掘・定着を、どのような方法で行うことが効果的か。 

○技術習得に要する時間、業界全体の魅力、若手人材 
 の早期退職などを主な要因として、人材確保が困難 
 と考えている事業者が全体の４割弱（図２） 
○公共工事の増加、消費税増税に伴う駆け込みなどに 
 伴う需要増も背景（建設） 
○採用地域・年齢層の拡大、通年雇用の工夫、関係 
 機関との意見交換、学校へのＰＲ活動などの動き 
○人材に関する情報提供などに期待 

【論点２－２】時間や資金面の負担を抑えながら、後継者や技術者などをはじめ、事業者
が必要とするスキルや仕事への適性などを備えた人材を長期にわたって持続的に育成する
には、どのような方法が効果的か。 

○人材育成について、育成のための時間の確保、 
 研修費、代替人員の確保がネック（図２） 
○若手人材の定着に向けて、待遇面の改善、職業観・ 
 勤労観の涵養、適性の見極めも課題 
○各種セミナーへの参加、技術者の養成講座などの 
 動き 
○人材育成に対する支援に期待（図３） 

【図２】人材の育成・確保に関する課題 

【図３】利用してみたい支援制度 

【表２】アンケート回答者の属性 

(3)ものづくり産業の活性化 

○地元産原料の活用や付加価値向上など、新たな商品や 
 サービスの開発に意欲的な事業者が多数 
○企業や大学・試験研究機関と連携し、調査分析、既存 
 商品の改善、新商品開発に取り組む事例も 
○具体の商品開発に進んでいない事例も散見され、人材 
 や資金面での課題のほか（図４）、域内で連携可能な 
 企業や大学・試験研究機関がないなどの声も 
○新商品開発に対する支援に期待（図３） 

【論点３－１】資金・時間・人・情報などさまざまな制約がある中小企業が、数多くチャ
レンジできるようにするには、どのような方法が考えられるか。 

【図４】新商品・新サービス開発の課題 

○顧客・販売先の減少を主な要因として、売上が下降傾向 
 にある事業者が全体の４割弱（図１） 
○営業部門の人材不足や営業拠点の少なさなど、営業力に 
 課題があり、ターゲットの見極めや効果的なＰＲの必要 
 を感じる事業者も（図５） 
○物産展・商談会等への参加、営業エリアの拡大、顧客と 
 のコミュニケーションなどの動き 
○成功事例の紹介や、コーディネート機能に期待 

【論点３－２】域内外へ出荷・販売を大きく増やすには、中小企業にとって十分な対応が
難しい営業活動をどのような方法で促進・支援するのが効果的か。 

【図５】課題となっている経営資源 

【論点４】域外とのつながりを深めつつ、域内企業の競争力を高めていくには、どのよう
なインフラが求められるか。 

【論点５】交流人口を拡大し、域内への波及効果を生み出すため、滞在型観光客や外国人
観光客など、この地域を訪れるお客様に最大限の価値や満足感を提供するとともに、地域
の魅力の向上や発信をどのような方法で行っていくことが効果的か。 

(4) 産業基盤の強化 
○先行きの不透明感や資金不足などから、設備投資を 
 検討していない事業者が多数（図６） 
○既存設備の修繕、営業車両の更新意向は多く、一部 
 に再生可能エネルギーや増産・新商品生産の投資 
 の動きも 
○工場の新増設に対する支援に期待（図３） 

【図６】設備投資の意向 

(5)集客・交流産業の振興 
○道東道開通、ガーデン街道、ダブルトラッキング化などに伴い、入り込み客増加を実感しているとの声 
○独自性のある体験メニューやツアー商品の提供の動き 
○観光拠点や大規模イベントなどを通じた交流人口の増加に期待 

上昇傾向 

下降傾向 

ほぼ横ばい 

人材育成を行いたいが、時間や資金の余裕がない 

人材育成を行いたいが、方法がわからない 

人材を確保したいが、人件費を払う余裕がない 

人材を確保したいが、広告費を払う余裕がない 

人材を確保したいが、適切な人材が見つからない 

その他 

特にない 

新商品・新サービスのイメージがわかない 

開発のための資金がない 

相談できる専門家や支援機関を知らない 

原材料の調達が難しい 

設備が十分でない 

人材が足りない 

販売先が確保できない 

市場調査が十分でない 

その他 

特にない 

今後５年以内に予定している 

検討中であるが、今後５年以内の 
設備投資は予定していない 

検討していない 

①経営基盤強化や事業活性化のた
めの融資 
②人材育成への支援 

③商品・サービスの開発や新事業進
出への支援 
④国内外への販路拡大に対する支援 

⑤食品安全管理水準の向上に対する
支援 
⑥工場を新増設する場合の支援 

⑦育児休業を取得した労働者を雇用
する事業主に対する奨励金 
⑧各種相談制度 
⑨その他 
⑩特にない 


